
対象者 事業内容 実績（平成20年度） 費用

① 生活保護受給者
等就労支援事業
（ハローワークと
の連携事業）

就労能力を有し、就労
意欲が高く、就労阻害
要因がなく、早期に適
切な就労支援を行うこ
とにより、自立の可能
性が見込める方

福祉事務所とハロー
ワークが連携してチー
ムを組み、就労支援プ
ランの策定し、各種の
就労支援メニューを実
施する事業であり、全
国で実施されている

支援対象者 ：10,160人
就職・増収件数：5,209人
就職率 ：51.3％

各種支援を実施する
ためのハローワーク
の予算を確保してい
る

② 福祉事務所にお
ける就労支援員を
活用した就労支援
プログラム

就労能力・就労意欲は
一定程度あるが、就労
するにあたってサポー
トが必要な方

福祉事務所に配置され
た就労支援員が、ハ
ローワークへの同行訪
問、履歴書の書き方や
面接の練習などを行い、
就労を支援する事業
（自治体の創意工夫に
より、様々な内容のプ
ログラムが存在する）

支援対象者 ：34,052人
就職・増収者数：12,135人
就職率 ：35.6％

就労支援員の配置に
かかる費用は、全額
国庫補助の対象とし
ている

③ 福祉事務所にお
ける②以外の就労
支援プログラム

生活保護受給者等就労
支援事業を活用できな
い方又は就労支援員を
配置していない福祉事
務所の被保護者など

福祉事務所が組織的に
就労指導を行うために
プログラムを組み、就
労支援に関する様々な
支援を実施する（自治
体の創意工夫により、
様々な内容のプログラ
ムが存在する）

支援対象者：20,944人
就職件数 ：5,055人
就職率 ：24.1％

事業実施のために専
門職員等を雇う場合
の費用は、全額国庫
補助の対象としてい
る

※ ①は全福祉事務所で実施、②又は③は全福祉事務所の98.1％で実施している。
※ ①～③以外にも、就労支援の前段階として就労意欲を喚起する事業を実施している。
※ ①～③の対象とならない、又は対象としない場合は、ケースワーカー等が就労指導やハローワークへの同行訪問を行

うなどの一般的な就労支援を実施している。

○ 生活保護受給者に対する就労支援



○ ハローワークとの連携による生活保護受給者等就労支援事業（平成１７年度～）

就
労
に
よ
る
自
立

就労支援メニュー

①ナビゲーター
によるマン
ツーマン支援

②トライアル
雇用

③公共職業訓練
④生業扶助活用
の民間訓練

⑤一般職業紹介

(就業上の制約条件を有する対象者のための)

採用条件に係る求人者指導

就労支援チーム

生活保護受給
者（児童扶養手
当受給者を含

む）

ハローワーク

採用

就職活動の条件整備
・職場体験講習
・個別カウンセリング
・職業準備セミナー
・グループワーク 等

就労支援ナビゲーター
ケースワーカー等
（福祉事務所担当
コーディネーター)

支援要請

参画 参画

福祉事務所等

事業への
参加勧奨

就
労
支
援
チ
ー
ム
に
よ
る
面
接

就労支援
プランの
策定

社会生活自
立に関する
プログラム
（ボランティア
活動等）

実施

実施・調整

（就労意欲不足の場合）

平成２１年度新規事業

就労意欲喚起等支援事業

平成２０年度予算実績額 約１１億円



○ 就労支援員による就労支援の概要

 就労意欲・能力は一定程度あるが、就労にあたってのサポートが必要な被保護者であって、支援を受けることに同意している者

就労意欲・能力は一定程度あるが、就労にあたってのサポートが必要な生活保護受給者に対し、
福祉事務所に配置された就労支援員が就労支援を実施。

対象者

 ハローワークＯＢ、民間企業人事担当者０Ｂ、キャリアカウンセラーなど、事業を適切に実施できる者

就労支援員の経歴・資格

就労阻害要因
の把握

対象者の
選定

支援方針
の決定

説明と
同意

具体的
支援

支援状況
の確認

事業概要

事業の流れ（イメージ）

支援終了

ケースワーカー ケースワーカー
就労支援員

就労支援員 査察指導員
ケースワーカー
就労支援員

 自治体が配置する就労支援員 平成２１年１２月末現在 ６６６人

支援者

査察指導員
ケースワーカー
就労支援員

査察指導員
ケースワーカー
就労支援員

※ケースワーカー：福祉事務所で生活保護業務を行う現業員

※査察指導員：福祉事務所で指導・監督を行う職員

（支
援
者
）

【支援例】
ハローワークへ
の同行訪問
履歴書書き方支
援
面接の受け方
支援

 平成２１年度第二次補正予算額 １５６億円 補助率（国１０／１０） 就労支援員を５５０名から３，０５０名へ増配置（予算上の積算）

予算額

 平成１９年度の費用対効果は約３．６倍（人件費：約１５億円、効果額（※）：約５３億円）
 平成２０年度の費用対効果は約２．９倍（人件費：約１７億円、効果額（※）：約４６億円） ※ 保護変更及び保護廃止による保護費の減額相当額

費用対効果
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既存の就労支援メニュー

生活保護受給者等就労支援事業による就労支援

対象者：就労意欲が高い者・就労阻害要因がない者
実 績：支援対象者数10,160人 就職5,209人（平成20年度）

就労支援専門員を活用した福祉事務所の自立支援プログラムによる就労支援

対象者：就労意欲・就労能力を有する者
実 績：参加者34,052人 就職・増収12,135人（平成20年度）

就労意欲や生活能力・就労能力が低いなど就労に向けた課題を
多く抱える者等を対象とした支援メニューの追加

対 象 者 ①就労意欲や生活能力・就労能力が低い、就労経験がないなどの就労に向け
た課題をより多く抱える被保護者

②就労意欲や生活能力・就労能力が特に低いなど個別性の高い支援が必要で
ある被保護者、ハローワークの活用が困難な地域の被保護者、就労支援専
門員が配置されていない福祉事務所の被保護者

①就労意欲喚起のためのカウンセリング、②生活能力向上のための訓練、
③就労能力向上のための職業訓練、④職業紹介、⑤就職活動支援、
⑥離職防止支援 など

支援項目

民間職業紹介事業者、ＮＰＯ法人等委 託 先

既
存
の
メ
ニ
ュ
ー
へ
ス
ム
ー
ズ
な
移
行

平成２１年度補正後予算 約１６億円
○ 就労意欲喚起等支援事業の実施について
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